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観光地域づくり法人の登録制度に関するガイドライン 
～観光地域づくり法人を核とする観光地域づくりに向けて～ 

 
平成２７年１１月１８日 

一部改正 平成２９年 ２月２８日 
一部改正 平成２９年 ９月２６日 
一部改正 平成２９年１１月２８日 
一部改正 平成３０年１２月２７日 
一部改正 令和 ２年 ４月１５日 

観 光 庁 長 官 
 
Ⅰ 背景 

 人口減少・少子高齢化に直面する我が国の最重要課題である「地方創生」にお
いて、観光は旺盛なインバウンド需要の取り込みなどによって交流人口を拡大さ
せ、地域を活性化させる原動力となるものである。 
 こうした取組を進めるためには、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域へ
の誇りと愛着を醸成する地域経営の視点に立った観光地域づくりの司令塔として
の役割を果たす観光地域づくり法人（ＤＭＯ：Destination Management/Marketing 
Organization）を核とした観光地域づくりが行われることが重要である。 
 このような考えに基づき、２０１５年に日本版ＤＭＯの登録制度が創設されて
から現在まで、２８１団体が日本版ＤＭＯ及び候補法人として登録される等、各
地域において観光地域づくり法人に関する取組が進められる一方、地域において
は観光地域づくり法人に関してその役割や組織のあり方について戸惑う声も少な
からず聞かれる。 
 また、２０１９年秋の行政事業レビュー（秋の年次公開検証）においても、観
光地域づくり法人の役割や組織、国の支援のあり方について課題が指摘されたと
ころである。 
 観光は地方創生の切り札とされる中、今後、観光地域づくり法人を中心として
地域の果たすべき役割はますます重要となると期待されており、これまでの地域
における観光地域づくり法人に関する取組の現状を踏まえつつ、改めて観光地域
づくり法人の役割等を整理することが必要である。 
 観光庁では、こうした問題意識を踏まえ、観光地域づくりの専門家等を委員と
する「世界水準のＤＭＯのあり方に関する検討会」を２０１８年１１月に設置し、
同検討会において調査・議論を行った結果、観光地域づくり法人全般の底上げに
向けた改善の方向性や世界水準のＤＭＯに関する具体的検討の方向性について、
２０１９年３月に中間とりまとめを行った。 
 今般、同中間とりまとめや海外の先進事例の取組に関する調査結果等を踏まえ、
観光地域づくり法人全般の底上げに向けて日本版ＤＭＯの登録制度を改正すると
ともに、本ガイドラインを作成した。 
 本ガイドラインは、前身の「日本版ＤＭＯの登録に関する要領」を大きく見直
したものである。観光地域づくり法人の目的、役割を改めて整理し、各層の観光
地域づくり法人（広域連携ＤＭＯ、地域連携ＤＭＯ、地域ＤＭＯ）や観光関係者
の役割分担を明確にするとともに、今般改正した登録制度の枠組みの解説を内容
とするものである。 
 また、本登録制度は、これまで登録要件をすべて満たす法人の名称を「日本版
ＤＭＯ」としていたが、世界に誇る観光地の形成に向けて、登録基準を厳格化す
るとともに、更新登録制度や登録取消し規定を導入したことから、その名称を「登
録観光地域づくり法人（登録ＤＭＯ）」に変更している。 
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 本ガイドラインの実施により、観光地域づくり法人に関する地域の皆様の理解
が深まるとともに、観光地域づくり法人が世界水準のＤＭＯに成長し、観光によ
る地方創生の実現に向けた取組の一助となれば幸甚である。 

 
Ⅱ 観光地域づくり法人の目的 

 観光地域づくり法人は、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと
愛着を醸成する地域経営の視点に立った観光地域づくりの司令塔として、多様な
関係者と協働しながら、明確なコンセプトに基づく観光地域づくりを実現するた
めの戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法
人である。 
 観光地域づくり法人の目的は、観光で地域が稼げる仕組みづくりやオーバーツ
ーリズム対策を含めた環境整備をすることによって地域経済を持続的に成長さ
せ、活性化させることである。このためには、観光地域づくり法人は、地方創生
に貢献する農林水産業、商工業、文化・環境等の幅広い分野と連携し、地域の総
合政策として取り組む必要がある。 
 このため、地域は、自治体を含む観光振興に関わる地域全体の体制に関する議
論を行った上で、観光地域づくり法人の目的と役割を整理し、明確にする必要が
ある。 

 
Ⅲ 観光地域づくり法人の役割 
  観光地域づくり法人が必ず実施する基礎的な役割・機能（観光地域マーケティ

ング・マネジメント）としては、 
①観光地域づくり法人を中心として観光地域づくりを行うことについての多様な

関係者の合意形成 
②各種データ等の継続的な収集・分析、データに基づく明確なコンセプトに基づ

いた戦略（ブランディング）の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立 
③地域の魅力の向上に資する観光資源の磨き上げや域内交通を含む交通アクセス

の整備、多言語表記等の受入環境の整備等の着地整備に関する地域の取組の推
進 

④関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組みづくり、
プロモーション 

が挙げられる。 
観光客の満足度・リピーター率を高め、持続可能な観光地域づくりを行うため

には、情報発信・プロモーションを行う前提となる地域の観光資源の磨き上げ（観
光資源の掘り起こし、魅力向上、商品化等）や域内交通を含む交通アクセスの整
備、多言語表記等の受入環境の整備等の着地整備が必要である。こうした着地整
備が十分になされぬまま情報発信・プロモーションに偏った取組を行っている観
光地域づくり法人が見られるが、観光地域づくり法人は、地域における役割分担
に基づき、着地整備を最優先に取り組むことが重要である。 

観光地域づくり法人は、データに基づく戦略策定など観光地域づくりに関する
科学的なアプローチを取り入れ、マーケットインを徹底するための外国人目線を
持ち、地域の多様な関係者を巻き込みつつ合意形成を図ることができる体制を構
築し、着地整備の取組の質を向上させ、効果的な地方誘客・旅行消費拡大のため
の取組を実施する必要がある。 

地域の各関係者が協働して観光地域づくりの取組を進めるにあたって、その司
令塔となる観光地域づくり法人には、協働の現場を効率的に動かしていくため、
取組の企画立案、関係者への合意形成、資金等の必要な資源調達、予算執行管理、
スケジュール管理、ＰＤＣＡサイクルの実施等のプロジェクト・マネジメント機
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能が求められる。 
また、観光地域づくり法人は、「持続可能な観光地域づくり」、閑散期対策な

どの需要の平準化といった「観光地域全体のマネジメント」の観点にも留意する
必要がある。さらに、災害等の非常時の訪日外国人旅行者への情報発信や安全・
安心対策について、自治体等と連携して取り組むことが必要である。 

加えて、地域の官民の関係者との効果的な役割分担をした上で、例えば、着地
型旅行商品の造成・流通・販売やランドオペレーター業務の実施など地域の実情
に応じて、観光地域づくり法人が観光地域づくりの一主体として個別事業を実施
することも考えられる。 

 
Ⅳ 観光地域づくりの関係者の役割分担と連携 
  観光地域づくりの関係者の役割分担については、国、日本政府観光局（ＪＮＴ

Ｏ）、各層の観光地域づくり法人、自治体の役割分担が不明確であり、取組内容
の重複も見られる等効率的に取組が実施されていない場合があるとの指摘や、地
域における観光施策の意義、その達成に向けての自治体・観光地域づくり法人の
役割が十分に共有されていない場合もあるとの指摘がなされている。 

  このため、国、日本政府観光局、各層の観光地域づくり法人、自治体は、それ
ぞれの取組が重複することなく、効率的に実施されるよう、各主体の既存の取組
で活用可能なものを最大限活用することを前提として、それぞれの役割及び取組
内容を以下のとおり明確化する。 

 
（１）各層の観光地域づくり法人の役割分担と連携 

地域連携ＤＭＯ及び地域ＤＭＯにおいては、特に地域の多様な関係者と連携し
つつ、観光資源の磨き上げや域内交通を含む交通アクセスの整備に係る調整、多
言語表記といったソフト面での受入環境の整備等の着地整備を担うことが求めら
れる。 

一方、自治体は、特に景観、道路、空港、港湾等の社会資本整備や多言語看板
の設置等、ハード面での受入環境の整備や条例制定等、法制面の整備を担い、地
域の観光地域づくり法人の取組との効果的な連携により、訪日外国人旅行者が安
心・快適に地域の魅力を満喫できる観光地の整備を進めていくことが求められる。 

  広域連携ＤＭＯは、こうした各地域における観光地整備の成果を集約し、戦略
策定やプロモーション等のマーケティングや、広域的な連結性を有するコンテン
ツ開発等の着地整備の各地域への働きかけを実施していくことが重要である。 

なお、地域連携ＤＭＯや地域ＤＭＯにおいて、個別の地域単位で国外向けのプ
ロモーション等を実施することは、訴求力や効率性の観点で課題がある場合もあ
り、広域連携ＤＭＯによる取組との連携や棲み分けを図っていくことが重要であ
る。 

各層の観光地域づくり法人は、地域ごとに定期的に勉強会や連絡調整会議等の
意見交換の場を活用し、年度ごとの事業計画の内容や方向性について事前に情報
共有を行い、取組内容の改善や相互の連携の確保を図ることが重要である。 

その上で、各層の観光地域づくり法人は、取組の効果検証を行うとともに、業
務について定期的に棚卸しを行い、連携・調整を通じて、観光地域づくり法人が
上記の役割分担で明確化された本来の機能を発揮できるよう、真に必要な取組の
選択と集中を行う必要がある。 

国においても、観光地域づくり法人の体制強化を図るため、地域ごとに観光地
域づくり法人の中核人材の育成に資するセミナー・研修会等を開催することとす
る。 

 



 - 4 -

（２）自治体との連携 
自治体は、周辺自治体等との円滑な連携協力を図り、観光地域づくりを積極的

に推進するとともに、社会資本整備等のハード面での受入環境の整備や地域の魅
力向上に資するエリアマネジメント等の官民連携のまちづくり支援、財政支援等
民間ではできない公的立場からのサポート、観光地域づくりに資する統一基準に
よる統計整備、条例の制定等の法制面の整備を行うことが期待される。 

また、自治体は、観光地域づくり法人への積極的な参画と連携を通じて、地域
で実施される観光地域づくりに関する事業を効果的・効率的に推進していくこと
が期待される。 

観光地域づくりの体制のあり方については、首長のリーダーシップが極めて重
要である。他方で、観光地域づくり法人が地域の観光地域づくりの司令塔として
の機能を最大限発揮できるよう、権限と責任を付与するとともに、観光地域づく
り法人と自治体の役割を明確化する必要がある。 

そのためにも、観光地域づくり法人の形成・確立を通して実現しようとする目
標や、観光地域づくり法人・自治体をはじめ地域の関係者全体の役割分担・取組
内容については、自治体が策定する基本計画・観光振興計画等の制度に反映させ
ることが重要である。 

 
（３）日本政府観光局との連携 

日本政府観光局は、インバウンドの主要市場に設置された２２の海外事務所を
通じて、日々、多様なメディア、旅行会社等と交流し、情報発信や訪日プロモー
ション事業を行っている。また、情報発信や訪日プロモーション事業の実施によ
り蓄積された豊富なデータと優れたデータ分析機能を有している。 

観光地域づくり法人の海外への情報発信は、観光地域づくり法人が着地整備の
取組を行った上で、日本政府観光局の海外ネットワークやデジタルマーケティン
グ等のマーケティングツールを最大限活用し、効果的・効率的に行うことが必要
である。 

また、観光地域づくり法人と日本政府観光局の連携においては、観光地域づく
り法人は写真・動画等対外的な発信のための素材やツールの作成を行い、日本政
府観光局はそれらを活用して一元的に対外的な情報発信を行う。 

各層の観光地域づくり法人による海外への現地訪問・直接接触等に際しての日
本政府観光局との連携については、例えば、事前に、海外事務所を各地に有し、
訪問先に対する高い知見を有する日本政府観光局からの訪問先の状況を踏まえた
適切な助言を受ける等、日本政府観光局を最大限活用することが必要である。 

データ分析・調査に関しては、日本政府観光局の機能や成果を最大限活用した
上で、来訪者の属性・来訪理由等の現状評価、雇用・収入等の経済貢献度に関す
る評価等を行うことが重要である。 

 
（４）観光地域づくりに関する地域の関係者との連携 

観光地域づくりに関する地域の関係者（飲食、宿泊、交通、文化財、国立公園、
農泊、アクティビティー、農林水産業、商工業等の関係者）は、地域内外の事業
者等との円滑な連携協力を図り自らの事業活動を意識的に観光地域づくりに結び
つけるとともに、公的組織ができない柔軟かつスピーディな対応や取組（旅行者
ニーズに対応した旅行商品や特産品の開発等）を行うことが期待される。 

また、観光地域づくりに関する地域の関係者は、地域の発展が自らの事業に裨
益することに鑑み、観光地域づくり法人への積極的な参画と連携を通じ、地域の
持続可能な発展の視点を踏まえ、観光地域づくりに関する事業を効果的・効率的
に推進していくことが期待される。 
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域内交通を含む交通アクセスの整備については、増大する個人旅行形態の訪日
外国人旅行者の地方への誘客、滞在に必要不可欠な要素であることから、観光地
域づくり法人は、旅行者目線の観点から交通事業者をはじめとする観光地域づく
りに関する地域の関係者や自治体等とも協働で取組を強化することが必要であ
る。なお、着地型旅行商品の造成・流通・販売においては、ＯＴＡ（オンライン
・トラベル・エージェント）、インバウンドベンチャー等との連携やその活用も
重要である。 

 
（５）地域住民との連携 

地域住民は、地域づくりに積極的に参加していくことで、地域を深く理解し、
地域に対する誇りと愛着を強く持つこと、また、地域を訪れる来訪者を気持ち良
く迎え入れるこころと気配りを持ち、来訪者と交流を図ることで、観光と交流の
意義に対する認識を高めていくことが期待される。 

観光地域づくり法人においては、地域住民、関係自治体を含めた関係者に対す
る説明責任を果たすため、自らの活動の意義・内容・成果、ＫＰＩの達成状況や、
観光地域づくりの取組による地域経済・社会の変化の分析結果等を記載した事業
報告書を作成し、関係者に説明・共有することが必要である。 

 
（６）国との連携 

国は、観光地域づくり法人及び観光地域づくり法人と連携して事業を行う関係
団体に対して、関係省庁連携支援チームを通じて、関係省庁の支援策の重点実施、
観光地域づくりに関する相談等へのワンストップ対応、関係省庁の政策に関する
情報提供等の重点的支援を実施することとしている。 

国は、観光地域づくり法人における人材確保・育成の支援を進めるとともに、
全国的なセミナー・研修会や連絡調整会議等の開催を通じて、観光地域づくり法
人間の横の連携を高め、地域で抱える課題の共有・優良事例の横展開等を図る。 

  ※国が作成している取組事例集等を参照することが望ましい。 
観光地域づくり法人に対しては、国は、インバウンドの誘客に対応した先駆的

な観光地域づくり法人であって、意欲とポテンシャルがあり、地域の観光資源の
磨き上げや受入環境の整備等の着地整備を最優先に取り組む観光地域づくり法人
に対して、重点的に支援を行う。 

 
Ⅴ 登録の区分、登録要件及び登録のフロー 
（１）登録の区分 
  観光地域づくり法人は、活動の対象地域の範囲に応じて以下の３区分での登録

を行う。 
 
〇広域連携ＤＭＯ： 
  地方ブロックレベルの区域を一体とした観光地域として、マーケティングや

マネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織 
〇地域連携ＤＭＯ： 
  複数の自治体にまたがる区域を一体とした観光地域として、マーケティング

やマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織 
〇地域ＤＭＯ： 
  原則として、基礎自治体である単独市町村の区域を一体とした観光地域とし

て、マーケティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う
組織 
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（２）登録要件 
 観光地域づくり法人の登録要件は以下のとおりとする。 
 
〔１〕観光地域づくり法人を中心として観光地域づくりを行うことについての多

様な関係者の合意形成 
      以下の①又は②のいずれかに該当すること。 
  ① 取締役、理事など観光地域づくり法人の意思決定に関与できる立場で行

政、文化、スポーツ、農林漁業、交通等の幅広い分野の関係団体の代表者
が参画すること 

  ② 観光地域づくり法人が主導して行政や関係団体をメンバーとするワーキ
ンググループなどの委員会等を設置すること 

 
（ガイドライン） 
・観光地域づくり法人は、観光地域づくりにおいて主導的な役割を果たすこと又は

主要なステークホルダーとして参画することが期待される。合意形成の仕組みが
形式的に設けられていれば良いということではなく、実態上、合意形成の仕組み
において、観光地域づくり法人が中核的立場になっていることが重要である。 

・このため、本改正前に登録要件として認めていた③「観光地域づくり法人の取組
に関する連絡調整のため、行政や関係団体で構成する協議会等を観光地域づくり
法人と別に設置」、④「その他、関係者の合意形成が有効に行われる仕組みの存
在」は廃止する。 

・地域の多様な関係者で合意形成する仕組みを構築し、その仕組みの中に、①地域
が「売り」とする観光資源の関係者、②宿泊事業者、③交通事業者、④行政が原
則すべて参画していることが必要である。 

・特に、地域の関係者が中心となって観光地域づくり法人の意思決定を行う観点か
ら、観光地域づくり法人の組織（意思決定の仕組み）には、文化財、国立公園、
農泊、アクティビティー、農林水産業、商工業の関係者等、地域の関係者の主体
的な参画を確保すべきである。また、地域連携ＤＭＯ・地域ＤＭＯにおいては、
観光地域づくり法人の役員の過半以上が地域の関係者で占められていることが望
ましい。 

・インバウンド需要の取り込みに関する取組は、これまで地域で行われてこなかっ
た新たな取組であることが多い。こうした取組は、直接の当事者のみならず地域
経済全体に裨益することに鑑み、観光地域づくり法人は、利害関係を調整の上、
前向きかつ建設的な議論を行い、合意形成を主導することが期待される。そのた
めには、ワーキンググループ等における議論を活性化させることや、関係者間の
利害調整をきめ細かく行うこと等が重要である。 

 
 
〔２〕各種データ等の継続的な収集・分析、データ等に基づく明確なコンセプト

に基づいた戦略（ブランディング）の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイク
ルの確立 

   以下の①～③のすべての取組を行うこと。 
  ① 各種データ等の継続的な収集・分析 
  ② データに基づく明確なコンセプトを持った戦略の策定（自治体が策定す

る観光振興計画が存在する場合は、当該計画と戦略との整合性が留意され、
当該計画の策定・見直し等への関与がなされること） 

  ③ ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立 
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（ガイドライン） 
・観光地域づくりにおいて科学的なアプローチを取り入れるため、継続的なデータ

の収集・分析を行うことが必要である。 
・少なくとも延べ宿泊者数、旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率（※）のデ

ータをすべて収集していることが必要である。また、ＷＥＢサイトのアクセス状
況、住民満足度についてもデータを収集していることが望ましい。 

・データ収集については、取組が重複しないよう、各層の観光地域づくり法人や自
治体等が協議をした上で、行うことが重要である。 
※【延べ宿泊者数】 

延べ宿泊者数については、自治体が発表する統計や、観光庁による「宿泊旅
行統計調査」の結果等を活用できる。一方で、これらの統計においては、市町
村単位の詳細なデータまではカバーできていない場合もあるため、特に地域Ｄ
ＭＯや複数市町村による地域連携ＤＭＯにおいては、別途自ら調査を行う必要
がある。 

参考：「観光入込客統計に関する共通基準調査要項」
（https://www.mlit.go.jp/common/000995212.pdf） 

  【旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率】 
これらのデータの収集方法としては、アンケート調査票を作成の上、現場で

の対面調査、観光施設や宿泊施設等におけるアンケート調査、ＷＥＢ上でのア
ンケート調査等が考えられる。 

・戦略において設定するコンセプトは、地域の強みや魅力を端的かつ分かりやすく
表現していることが必要である。誘客マーケットに関するターゲット設定につい
ては、収集したデータの分析結果に基づいて設定することが必要である。 

・戦略策定にあたっては、「持続可能な観光地域づくり」の観点から、国際基準で
あるＧＳＴＣ－Ｄ（※）に基づいて観光庁において開発中（令和２年春公表予定）
の「日本版持続可能な観光指標（仮称）」も参考にすることが重要である。 
※「グローバルサステイナブルツーリズム協議会（ＧＳＴＣ）」が策定した基準
「ＧＳＴＣ－Ｄ：Global Sustainable Tourism Criteria for Destination」 

・ＫＰＩについては、上記を踏まえた適切な項目及び目標数値が設定されているこ
とが必要である（延べ宿泊者数、旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率の４
項目は必須とし、地域の実情に応じた適切な年次、目標数値、伸び率等が設定さ
れていること。なお、この他に地域の実情にあわせて、観光地域づくり法人が独
自にＫＰＩを設定することも可能である。）。 

・戦略の策定状況、ＫＰＩの達成状況、ＰＤＣＡの実施状況について毎年評価・分
析した上で、事業報告書を作成し、関係者と共有することが必要である。 

・ＰＤＣＡの実施に際しては、評価・分析に基づいて、必要に応じて計画の見直し
を行うことが必要である。 

・ＫＰＩは、取組内容及び成果と戦略との整合性の確保やＰＤＣＡの効果測定のた
めの指標であり、その達成状況だけに過度に反応するのではなく、目標数値と結
果の差異を十分に分析し、戦略や計画の見直しに活用することが重要である。 

 
 
〔３〕関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組みづく

り、プロモーション 
   以下の①～③のすべての取組を行うこと。 

① 地域社会とのコミュニケーション・観光地域づくりに関する地域の関係
者への業務支援を通じて、戦略を多様な関係者間で共有すること 

② 観光資源の磨き上げや地域が観光客に提供するサービスの品質管理・向
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上・評価する仕組みや体制を構築すること 
③ 観光客に対して地域一体となって戦略に基づく一元的な情報発信・プロ

モーションを行うこと 
 
（ガイドライン） 
・地域社会とのコミュニケーションを確保するためには、地域住民を含めた関係者

に対して、観光地域づくりに関する意識啓発・参画促進のための取組を実施する
ことが重要である。具体的には、観光地域づくり法人において自らの活動の意義
・内容・成果、ＫＰＩの達成状況や観光地域づくりの取組による地域経済・社会
の変化の分析結果等を記載した事業報告書を作成し、関係者に説明・共有するこ
とが必要である。 

・戦略の共有を行う際には、その戦略に照らして、地域の多様な関係者が参画し、
観光地域づくり法人が主導する合意形成の場において、地域における取組の不足
や重複等の調整を定期的に行うことが必要である。 

・当該戦略を踏まえ、観光資源の磨き上げや地域が観光客に提供するサービスの品
質管理・向上・評価が実施される仕組みや体制（※）が構築されていることが必
要である。 
※当該仕組みや体制の事例としては、以下が考えられる。 

 持続可能な景観形成や歴史的資源・自然環境の保全・管理のための景観法に
基づく景観計画や景観に関するガイドラインの策定、地域における歴史的風
致の維持及び向上に関する法律に基づく良好な市街地の環境の維持・向上等
のための行政等への働きかけ 

 飲食店、宿泊施設やガイド等のサービスの品質管理の向上に資する品質保証
制度の活用 

 着地型旅行商品の造成・流通・販売におけるＯＴＡ、インバウンドベンチャ
ー等との連携やその活用 

 既存の社会資本ストックの活用につながる地域のエリアマネジメント活動と
の連携 

 域内交通を含む交通アクセスの整備のための行政や交通事業者等との認識共
有や働きかけ 

 観光人材の育成のための教育・研修の実施 
 旅行消費の増大やリピーターの確保に資する効果的な取組を行うためのＣＲ
Ｍ（顧客情報管理）によるデータマーケティングの実施 

・観光地域づくり法人においては、まずは着地整備を行うことが重要であるが、情
報発信・プロモーションについては、戦略に基づいて、日本政府観光局を最大限
活用しつつ、観光地域づくり法人及び地域の多様な関係者が協働し、一元的かつ
効率的に行う必要がある。 

・情報発信、プロモーション、トップセールスは、戦略において設定したターゲッ
トとの整合性を確保し、ツールや実施方法の妥当性についても検討した上での実
施が重要である。 

 
 
〔４〕観光地域づくり法人の組織 
   以下の①～③のすべてに該当すること。 
  ① 法人格を取得していること 
  ② 意思決定の仕組みが構築されていること 
  ③ 専門人材が存在すること 
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（ガイドライン） 
・①に関し、法人格を取得していない法人による申請は認められない。 
・②に関し、観光地域づくり法人の業績について対外的に説明責任を果たすため、

最終的な責任者が明確化されていることが必要である。 
・③に関し、データ収集・分析等の専門人材（ＣＭＯ：チーフ・マーケティング･

オフィサー）が専従で最低一名存在していることが必要である。 
・③に関し、観光地域づくり法人の持続可能な運営のため、〔５〕の運営収支や安

定的な運営資金の確保に関する財務責任者（ＣＦＯ：チーフ・フィナンシャル・
オフィサー）を設置することが必要である。 

・出向者が中心となっている組織では、専門的なスキルの蓄積や人脈の継承が困難
であり、組織としての専門性の維持、向上に課題を抱えていることがある。この
ため、外部人材の登用においては、出向元との十分な協議の上、必要とする人材
を配置するとともに、組織全体の専門性を維持・向上することが可能となるよう、
プロパー職員の確保・育成と、即戦力となる外部人材の登用の両面について取組
を実施すべきである。 

・外部人材の登用においては、観光業界の経験だけに着目するのではなく、配置す
る職位及び遂行する職務に応じた専門知識や経験を有する人材を多様な業種から
も広く採用することが望ましい。 

・観光地域づくり法人が単なる自治体の執行機関としてではなく、主体的かつ自立
的に運営できるよう、観光地域づくり法人に関し、地域において条例や自治体の
観光振興計画等の制度的な枠組みに位置付けることが望ましい。 

 
 
〔５〕安定的な運営資金の確保 
   観光地域づくり法人が自律的・継続的に活動するための安定的な運営資金

が確保される見通しがあること。 
 
（ガイドライン） 
・安定的な運営資金を確保する手段としては、自主財源（特定財源（地方税（宿泊

税、入湯税等）、負担金）、公物管理受託、収益事業（物販、着地型旅行商品の
造成・販売等）、会費）、行政からの補助金等が考えられるが、これらの財源を
確保できる見通しがあることが必要である。 

・運営資金のうち、行政からの支出による財源（補助金等）が過半を占めている場
合は、自主財源の確保について関係自治体と共に具体的な検討が行われているこ
とが必要である。 

・観光地域づくり法人の目的・役割は、地域のマネジメント・マーケティング活動･
着地整備を通じて観光で地域が稼げる仕組みづくりや地域を活性化させることで
あり、観光地域づくり法人自身が収益を上げることではない。そのため、観光地
域づくり法人の活動に対して自治体による一定の財政支援が必要となる場合が多
い。 

・特に、広域連携ＤＭＯや単独都府県による地域連携ＤＭＯについては、広範囲に
わたる戦略策定やプロモーション等のマーケティングが主な役割となるため、例
えば旅行商品の造成・販売等の自主財源確保の手段にも乏しいと考えられること
から、自治体による一定の財政支援が必要と考えられる。 

・ただし、自治体予算は単年度主義であり、将来にわたる安定的な支援の継続を見
込むことは困難であることから、自治体からの補助金等に完全に依存することは
望ましくない。 

・実際、多くの観光地域づくり法人では安定的かつ多様な財源の確保の点で課題を
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抱えている。特に受益者負担の視点を踏まえた特定財源の確保の例は少数に留ま
っている。 

・このため、地域は、観光地域づくり法人の財源について、安定的かつ多様な財源
の確保を目指すべきである。 

・こうした観点から、地域は、地域の実情を踏まえ、条例による特定財源（宿泊税、
入湯税等）の確保を目指すことが望ましい。また、観光地域づくり法人は、受益
者負担の観点等から各財源の特性を踏まえ、それらの地域の自主財源をはじめと
した財源をマネジメントし、活用することが重要である。 

・自主財源の例としては、以下が挙げられる。 
〇特定財源（地方税（宿泊税、入湯税等）、負担金） 

行政の強制徴収の仕組みを活用しつつ、自治体独自の判断で、観光地域づく
り法人の運営資金を確保する手法として、宿泊税や入湯税等の地方税や負担金
の仕組みを活用することが考えられる。 

北米や欧州等では、地域づくり（まちづくり）のための持続的な財源を創出
する取組として、税・負担金方式を導入する事例が多く見られる。 

税・負担金方式の導入については、地域での合意形成などのハードルはある
ものの、特定地域・業種から網羅的に徴収することで、観光地域づくりのため
の安定的な財源を創出する上では有効な取組と考えられる。 

 〇公物管理受託 
観光地域づくり法人が、自治体から施設管理を受託して、駐車場、宿泊施設、

飲食施設、温泉施設、文化施設等の施設運営事業を実施し、その収益を観光地
域づくり法人の運営資金とすることが考えられる。 

 〇収益事業 
経営の視点から独立性の高い組織運営と組織の持続可能性を確保していく

上で、自由度の高い自主財源を創出するために物販や滞在プログラム・旅行商
品の造成・販売等の収益事業に取り組むことが考えられる。 

〇会費 
観光地域づくり法人が地域内・地域間でのマネジメント・マーケティング機

能を発揮することに対して、観光地域づくり法人の理事会メンバーはじめ地域
の関係者から会費等を徴収することが考えられる。 

・観光地域づくり法人は、自らの活動の意思や成果等を客観的なデータ等に基づい
て分かりやすく整理・提示することにより、公的支援を受けることに関する自治
体や議会、地域住民、関連事業者等からの幅広い理解を得るための努力が求めら
れる。 

・観光地域づくり法人は、〔４〕（ガイドライン）で示した財務責任者（ＣＦＯ）
を設置し、安定的な運営資金の確保の検討を行うことが重要である。 

 
（３）登録のフロー 
ａ.観光地域づくり法人形成・確立計画の作成・提出 

登録を希望する法人は、観光地域づくり法人形成・確立計画（以下「形成計画」
という。）を作成し、関係する都道府県及び市町村と連名で、観光庁長官に提出
するものとする。 

 
ｂ.観光地域づくり候補法人の登録 
  観光庁長官は、形成計画を提出した法人が〔１〕並びに〔４〕①及び②の登録

要件を満たし、かつ、当該形成計画の内容がその他の登録要件を満たしていると
認められるときは、観光地域づくり候補法人（以下「候補ＤＭＯ」という。）と
して登録をする。 
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ｃ.登録観光地域づくり法人の登録 
① 観光庁長官は、候補ＤＭＯより提出される事業報告書、形成計画及びそれら

の添付書類の記載内容等に基づき、すべての登録要件を満たすと認められる
ときは、登録観光地域づくり法人（以下「登録ＤＭＯ」という。）として改
めて登録するものとする。 

② 登録ＤＭＯは、３年ごとに更新登録を行うものとする。なお、「日本版ＤＭ
Ｏ」として登録を受けた法人については、当該登録を受けてから３年を経過
した時点で更新登録を行うものとする。 

③ 観光庁長官は、登録を受けてから３年を経過しても②の更新登録を行わなか
った法人については、当該登録を取り消すことができるものとする。 

④ 観光庁長官は、候補ＤＭＯの登録を受けてから３年を経過しても登録ＤＭＯ
の登録を受けていない法人については、候補ＤＭＯの登録を取り消すことが
できるものとする。なお、「日本版ＤＭＯ候補法人」として登録を受けた法
人については、当該登録を受けてから３年を経過した時点で、当該登録を取
り消すことができるものとする。 

 
ｄ.形成計画の公表 
  登録ＤＭＯ及び候補ＤＭＯの形成計画については、原則、観光庁ホームページ

で公表する。 
 
ｅ.自己評価の実施、事業報告書の作成・提出 

登録ＤＭＯ及び候補ＤＭＯは、少なくとも年１回、取組に関する自己評価を実
施し、その結果を事業報告書にまとめ、観光庁に報告することが必要である。な
お、報告の時期については、年次決算や年次総会の終了後等年間の取組の総括を
行った後にすみやかに報告することが望ましい。 

 
ｆ.登録の取消し 
  観光庁長官は、ｃ.③及び④のほか、事業報告書の提出がない法人又は登録要件

の継続的な実行が適切になされておらず、観光庁による指導・助言を受けてもな
お実行・改善が見られない法人については、登録を取り消すことができるものと
する。 

 
ｇ.登録内容の変更 
  登録ＤＭＯ及び候補ＤＭＯは、登録の内容を変更しようとするときは、登録に

係る形成計画について必要な見直しを行い、変更申請書及び見直し後の形成計画
を観光庁長官に提出するものとする。 

 
h.登録・報告に関する手続 

① 登録・報告に関する書類 
  登録・報告に関する書類については、以下の観光庁ホームページからダウンロ

ードの上、②の問い合わせ先まで電子メール等で提出するものとする。 
●観光庁ホームページ 
http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000049.html 

② 問い合わせ先 
  国土交通省 観光庁 観光地域振興部 観光地域振興課 観光地域づくり法人支援室 

電話：03-5253-8328（直通） 
Ｅメールアドレス：hqt-dmo@gxb.mlit.go.jp 


